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渡辺正治、東京都下谷区谷中清水町で展示装飾業を創業

株式会社丹青社に改組　本社を千代田区神田司町におく

本社を東京都文京区湯島に移転

大阪営業所設置（1984年 7月支店登記、現：関西支店）

建設業者登録（都知事登録）

株式会社丹青社工作所（現：株式会社丹青 TDC）設立

建設業者登録（都知事登録から大臣登録に変更）

札幌営業所設置（1984年 7月支店登記、現：札幌支店）

福岡営業所設置（1984年 7月支店登記、現：九州支店）

東北営業所設置

一級建築士事務所登録（都知事登録）

株式会社アール・ビー（現：株式会社丹青ビジネス）設立

東京都台東区上野に社屋を建設、本社を移転

社団法人日本証券業協会東京地区協会に株式店頭登録

株式会社丹青総合研究所（現：株式会社丹青研究所）設立

名古屋営業所設置（1989年 4月支店登記、現：名古屋支店）

東京証券取引所市場第二部に上場

株式会社丹青ディスプレイ設立

宅地建物取引業者都知事免許取得

東京証券取引所市場第一部に指定

ISO14001の認証を取得

株式会社ゲーム（現：株式会社 JDN）を子会社化

丹青創藝設計咨詢（上海）有限公司設立

株式会社丹青ヒューマネット設立

北京丹青嘉輝建築装飾有限公司設立、10月営業開始

株式会社ティーアンドティー設立

プライバシーマーク使用許諾の認定を取得

東京都港区港南（現住所）に本社を移転

監査等委員会設置会社へ移行
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丹青社の空間づくりは、創業者渡辺正治が戦後活気づく百貨店の

店内装飾を東京・上野で手がけたことからスタートしました。

以来 70余年、エポックメイキングな空間創造に多数携わりながら、

「こころを動かす空間づくり」への取り組みを続けています。
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第１営業統括部

第２営業統括部
札幌支店

九州支店

制作統括部

制作工務統括部

業務統括部

プロジェクト統括部

営業統括部

関西支店

名古屋支店

制作統括部

第１ＰＭ統括部

第２ＰＭ統括部

西日本統括部

開発統括部

事業開発統括部

制作推進統括部

クリエイティブ局
第１コマーシャルデザイン局

第２コマーシャルデザイン局

第３コマーシャルデザイン局

コミュニケーションデザイン局

文化空間デザイン局

デザイン戦略局

テクニカルマネジメント統括部

経営企画統括部

経営管理統括部

監査等委員会室
営業１～２部
プロジェクト部
営業１～３部
営業部
営業１～２部
沖縄営業所
東北営業所
制作１～４部
札幌制作部
九州制作部
工務購買室
工務プロデュース室
プロジェクトマネジメント室
企画部
業務部
営業部
Ａ・２０プロジェクト部
営業１～３部
営業１～２部
京都営業所
営業部
制作１～４部
関西制作部
名古屋制作部
業務部
１～２部
開発部
プロダクト部
開発部
１～２部
１～２部
ファシリティライフサポート部
業務部
開発１～２部
企画開発室
プロジェクト開発部
運営プロデュース部
事業開発１～２室
１～３部
テクニカルソリューション部
業務部
１～２部
クリエイティブ推進室
リテールユニット
リテールユニット
ホスピタリティユニット
第１～２コマーシャルユニット
プランニングユニット
エリアユニット
コミュニケーションユニット
第１～２文化空間ユニット
企画室
業務室
第１～２演出プロデュース室
演出技術部
ＩＣＴキュレーション室
安全管理室
技術部
企画部
経営企画部
広報室
リスク・コンプライアンス室
事業管理部
人事部
経理部
総務部
経営管理室
監査室

コマーシャルスペース事業部

コミュニケーションスペース事業部

SE事業部
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文化空間事業部

企画開発センター

デザインセンター

クロスメディアインキュベートセンター

テクニカルセンター

※ SE ＝ ストアエンジニアリング
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